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国土交通省HPより

平成30年 7月豪雨被害額

統計開始以来最大
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　国土交通省では、昭和36年より、水害（洪水、内水、高潮、津波、土石流、地すべり等）による
被害額等（建物被害額等の直接的な物的被害額等）を暦年単位でとりまとめています。
　平成30年の水害被害額（確報値）は、全国で約 1兆4,050億円となりました。※1

　特に平成30年 7 月豪雨による被害額は約 1兆2,150億円となり、単一の豪雨による被害としては、
昭和51年台風第17号等による被害額（8,844億円※）を上回り、統計開始以来最大の被害額となり
ました。� ※平成23年基準価格

※ 1　調査結果は政府統計の総合窓口（e-stat）　（https://www.e-stat.go.jp/）にて公開予定です。　

平成30年 7 月豪雨が統計開始以来最大の被害額に
〜平成30年の水害被害額（確報値）を公表〜

令和 ２年 ３月２４日 水管理・国土保全局河川計画課

◆水害被害額は、全国で約 1兆4,050億円
◆都道府県別の水害被害額上位 3県は、以下のとおり。
　①　岡山県（水害被害額：約4,209億円）
　②　広島県（水害被害額：約3,388億円）
　③　愛媛県（水害被害額：約1,697億円）

※ 3県はそれぞれ昭和36年の統計開始以来最大の被害額

◆主要な水害による水害被害額及び概要

岡山県倉
くら

敷
しき

市真
ま

備
び

町の浸水及び排水状況

国道10号線の冠水状況（宮崎県宮崎市富
とみ

吉
よし

付近）

尻
しり

無
なし

川水門の高潮状況（大阪府大阪市大正区）

○平成30年 7 月豪雨（水害被害額：約 1兆2,150億円）
（平成30年 6 月26日～ 7月 9日に生じた梅雨前線豪雨及び台風
第 7号等による被害額）
・全国の多くの観測地点で降水量の値が観測史上第 1位と
なるなど、広い範囲における長時間の記録的な大雨とな
り、西日本を中心に、広域的かつ同時多発的に河川の氾
濫、内水氾濫、土石流等が発生。
・これらにより、家屋の全半壊約 1万 7千棟、浸水被害が
約 3万 9千棟という、極めて甚大な被害が発生した。

○平成30年台風第24号（水害被害額：約580億円）
（平成30年 9 月27日～10月 1 日に生じた豪雨及び台風第24号に
よる被害額）
・台風第24号の接近に伴い、紀伊半島などで過去の最高潮
位を超える高潮を観測したところがあった。
・これら高潮、大雨の影響で、約 2千棟の家屋浸水等の被
害が発生した。

○平成30年台風第21号（水害被害額：約410億円）
（平成30年 9 月 3 日～ 9日に生じた台風第21号及び豪雨による
被害額）
・台風に伴い、特に近畿・四国地方では、猛烈な風雨のほ
か、観測記録を更新する記録的な高潮となったところが
あった。
・これらの豪雨や高潮の影響で、約700棟の家屋浸水等の
被害が発生した。
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1 20,945 25 349 

2 781 26 37,387 

3 3,165 27 7,905 

4 138 28 53,049 

5 10,921 29 654 

6 16,364 30 19,928 

7 1,459 31 16,095 

8 70 32 14,654 

9 297 33 420,930 

10 444 34 338,765 

11 468 35 25,307 

12 278 36 10,189 

13 11,043 37 2,719 

14 1,353 38 169,703 

15 5,091 39 34,684 

16 3,178 40 62,084 

17 5,893 41 7,538 

18 2,635 42 1,668 

19 2,172 43 5,119 

20 5,884 44 6,403 

21 34,274 45 16,825 

22 6,090 46 10,676 

23 1,403 47 4,650 

24 3,481 1,405,107 
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　国土交通省は、新たに１箇所の河川防災ステーション整備計画を登録し、これにより河川防災ス
テーションの登録数は全国で１３７箇所となりました。

　

令和元年度 河川防災ステーションの登録
〜洪水等の緊急対応を迅速に行うための拠点を市町村と連携して整備〜

令和 ２ 年 ３ 月１３日 水管理・国土保全局 河川環境課・治水課

○河川防災ステーションは、洪水時等の緊急対応を
迅速に行うため、コンクリートブロック等の資材
の備蓄や水防団の待機場所などを集約し、市町村
等と河川管理者が連携して整備するものです。

○今回、新たに以下の河川防災ステーションを登録
します。
・福岡県築上郡上

こ う げ

毛町　山
やま

国
くに

川
がわ

「唐
とう

原
ばる

地区河川防
災ステーション」

○具体的には、以下の整備内容を予定しています。
・災害時の緊急復旧活動を行う上で必要な緊急用

資材の備蓄。（国土交通省）
・駐車場、ヘリポート等の整備。（国土交通省）
・水防センターを設置。（上毛町）

○また、「山国川下流地区かわまちづくり」と連携
したサイクリングターミナルとしての活用や、防
災訓練や防災学習の場としての活用など、平常時
の利活用を推進することで、地域の賑わいづくり
及び防災に対する意識向上を図ります。

※今回、登録を行う計画の概要については別紙のと
おりです。

資料
別紙 １  令和元年度 「河川防災ステーション」

　　　　 登録箇所一覧表

別紙 2  河川防災ステーション位置図

別紙 ３  計画の概要

参　考  河川防災ステーションの概要

下記リンクよりご覧下さい。
https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_
hh_000104.html

https://www.mlit.go.jp/report/press/mizukokudo05_hh_000104.html
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東日本大震災における集団移転による
宅地造成が全て完成します

令和 ２年 ３月 ６日 都市局都市安全課

　東日本大震災被災地における高台移転に活用された防災集団移転促進事業について、２７市町村
３２４地区で実施してきましたが、本年 ３月末をもって、住宅用の宅地造成が全て完了する見込みです。

　

　東日本大震災被災地においては、特に津波被害が
大きかった地域において、高台への住宅移転が進め
られてきました。高台への住宅移転にあたっては、
防災集団移転促進事業を活用し、27市町村において、
324地区で住宅団地が整備され、8,389戸分の住宅用
の宅地の造成が進められてきました。
　平成30年度末までに、323地区8,373戸分の宅地造

成が完了していたところですが、本年 ３月末に最後
の１地区である福島県浪

なみ

江
え

町
まち

の請
うけ

戸
ど

団地（16戸分）
の宅地造成が完了し、東日本大震災被災地における
防災集団移転促進事業の全地区で宅地造成が完了と
なります。
　詳細については、別紙をご覧下さい。

【防災集団移転促進事業の宅地造成の供給実績】
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　国土交通省では毎年、都道府県等からの報告に基づき、土砂災害※1の発生件数を集計しておりま
す。この度、令和元年に発生した土砂災害の発生件数等が確定※2しましたので、お知らせします。

※1 土石流、地すべり、がけ崩れ等が発生した件数（火砕流は除く）。
※2 令和元年12月25日に令和元年の土砂災害発生件数（速報値）を公表しております。

令和元年の土砂災害発生件数が確定しました
〜令和元年は過去 4番目に多い発生件数を記録〜

令和 ２年 ３月２5日 水管理・国土保全局砂防部

図　土砂災害発生件数の推移（Ｓ57～Ｒ 1）

今年の土砂災害
　 1都 1道 1府40県で1,996件の土砂災害が発生し、
昭和57年の集計開始以降 4番目に多い。
（ 1位：3,459件（Ｈ30）、2位：2,537件（Ｈ16）、3位：
2,007件（Ｓ57））
　集計開始以降における平均発生件数の約1.8倍（平
均発生件数は1,081件（Ｓ57- Ｈ30））。
　東日本台風では952件の土砂災害が発生し、台風
に伴う土砂災害としては過去最多。
（これまでの最多件数は、平成16年台風第23号の800
件）

詳細は下記リンクをご覧下さい。
http://www.mlit.go.jp/river/sabo/jirei/r1dosha/
r1doshasagainogaiyou.pdf

http://www.mlit.go.jp/river/sabo/jirei/r1dosha/r1doshasagainogaiyou.pdf
http://www.mlit.go.jp/river/sabo/jirei/r1dosha/r1doshasagainogaiyou.pdf


（10） 第 850 号 防 災 令 和  2  年  4  月  1  日

令和元年における激甚災害の指定に伴う特別の財政援助を行います
　　〜国土交通省関係では、 ３災害で 1県７７市町村を対象に

約７７億円（暫定値）の国庫負担の嵩上げを措置〜　　

令和 2年 3月13日 水管理・国土保全局防災課

　令和元年に発生した災害について、既に激甚災害指定されたものに加えて、追加の指定を行うた
め、激甚災害及びこれに対し適用すべき措置の指定に関する政令（内閣府所管）が本日閣議決定さ
れました。
　河川や道路など国土交通省所管公共土木施設の災害復旧事業に関しては、該当する ３つの激甚災
害（激甚災害 １災害及び局地激甚災害 ２災害）により、特別の財政援助の対象となる 1県７７市町村
（別添）に対して、通常の国庫負担（約939億円）に加え、約７７億円（暫定値※）の国庫負担の嵩上
げを措置します。

※現時点で災害査定が全て完了しておらず、今後、嵩上げ額が変更される可能性がある。

○国土交通省所管公共土木施設災害復旧事業に係る国庫負担の嵩上げ額〔暫定値〕

激甚災害
特例対象事業費

通常の国庫負担額
（国庫負担率平均）

国庫負担の嵩上げ額 嵩上げ後の国庫負担額
（嵩上げ後の国庫負担率平均）

約1,386億円 約939億円
（0.694）

約77億円 約1,015億円
（0.816）

※四捨五入の関係で端数が合致しない。 
※Ｒ 2 . 3 .13時点
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令和元年に被災した河川の改良復旧関係事業を
新たに採択

〜改良復旧の総事業費は過去10年で最大〜

令和 ２年 ３月３１日 水管理・国土保全局治水課防災課

◯総事業費　約6,920億円
　災害復旧　約1,630億円
　　　　　　（国：708億円、県等：923億円）
　改良復旧　約5,289億円
　　　　　　（国：3,989億円、県等：1,300億円）

　令和元年東日本台風などにより被災した河川について、改良復旧※1関係事業（令和元年分）を新
たに採択しました。 ７水系の緊急治水対策プロジェクト※2についても、県管理河川の新規事業採択
を行い充実を図るなど、改良復旧関係事業の総事業費は約6,920億円になりました。
　また、令和元年に被災した河川の改良復旧に関する事業費は約5,289億円となり、過去10年で最
大となります。
　緊急治水対策プロジェクトの推進などにより、引き続き、被災地の復旧・復興を進めてまいります。

※ １　災害復旧に併せて行う再度災害防止対策
　　　（河川大規模災害関連事業、河川等災害復旧助成事業、河川激甚災害対策特別緊急事業 等）
※ 2　緊急治水対策プロジェクトのHPはこちら　　http://www.mlit.go.jp/river/kasen/kinkyu_pro/index.html

http://www.mlit.go.jp/river/kasen/kinkyu_pro/index.html


令 和  2  年  4  月  1  日 防 災 （13）第 850 号



（
14）

第
850
号

防
災

令
 和
 
2
 年
 
4
 月
 
1
 日



令 和  2  年  4  月  1  日 防 災 （15）第 850 号

名古屋市（山
や ま

崎
ざ き

川
が わ

流域）の浸水対策を
｢100m

　 ミ リ 　

m/h 安心プラン｣ で強力に推進！
令和 2年 3月31日 水管理・国土保全局治水課下水道部流域管理官

　｢第二期山崎川流域浸水対策推進プラン｣（名古屋市）を 3月31日に「100mm/h 安心プラン」と
して登録しました。（別添 １参照）
　本プランの実施により、甚大な被害のあった平成12年東海豪雨相当の雨が降った場合においても、
名古屋市営地下鉄新

あら

瑞
たま

橋
ばし

駅周辺地域における床上浸水を約 ７割低減させる見込みです。

　

　近年、短時間の局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪
雨）等により、浸水被害が多発しています。この対策
として、国土交通省では河川や下水道の整備等のハ
ード対策に加え、住民の避難行動を支援するための
ソフト対策を一体的に実施する計画を、「100mm/h
安心プラン※」として登録する制度を平成25年度に
創設しています。（別添 ２参照）
　これまで、全国各地の浸水対策を ｢100mm/h 安
心プラン｣ として登録しており、今回の登録で計24 
件になります。
　この登録により、河川や下水道等の連携による効
果的なハード対策が促進されるとともに、住民と連
携した防災活動を行う等、地域の防災意識の向上に
つながることが期待されます。

【取組効果】
・愛知県名古屋市 山崎川
　平成12年東海豪雨に対して、交通結節点である名
古屋市営地下鉄新

あら

瑞
たま

橋
ばし

駅（桜通線、名城線）周辺地
域における床上浸水被害面積（床上浸水が発生する
見込みの浸水深50㎝以上の浸水面積）を約 ７割軽減

※100mm/h 安心プラン：
　河川管理者による河川の整備又は下水道管理者による下水道
の整備に加え、住民（団体）や民間企業等の参画のもと、浸水
被害の軽減を図るために実施する取組を定めた計画です。
　登録されると交付金の重点配分や交付要件の緩和の対象とな
ります。

名古屋市瑞穂区：名鉄本線橋梁

•
•

•
•

•

•

•
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河川・気象情報の改善に関する
検証報告書をとりまとめました
令和 2年 3月31日 水管理・国土保全局河川計画課／河川環境課

気象庁予報部業務課

　「河川・気象情報の改善に関する検証チーム」による検証結果と今後の改善策をとりまとめました。

　

○令和元年東日本台風で明らかとなった、広域で同
時多発的な水害における情報の発信や伝達に係る
課題について、昨年11月に省内に検証チームを設
置し、要因の検証及び改善策の検討を進めて参り
ました。

〇このたび、検証結果及び今後の改善策について「河
川・気象情報の改善に関する検証報告書」をとり
まとめました。

〇今後、本報告書に基づき改善策を実施し、大雨、
洪水時における情報発信・伝達の向上を図って参
ります。

＜添付資料＞
・河川・気象情報の改善に関する検証チームとりま
とめ概要
参照：http://www.mlit.go.jp/report/press/

content/001338018.pdf
・検証事項と検証の進め方
参照：http://www.mlit.go.jp/report/press/

content/001338242.pdf

※検証報告書の本文及び検証会議資料は、以下の
URLからご覧下さい。

　（報告書）
http://www.mlit.go.jp/report/press/
content/001338241.pdf

　（検証会議資料）
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/
kaizen_kensho/index.html

金
かな

丸
ま る

川
が わ

・池
い け

町
ま ち

川
が わ

や小
こ

泉
いずみ

川
が わ

など 7地域において
浸水対策重点地域緊急事業に新たに着手します。

令和 2年 3月31日 水管理・国土保全局治水課

　令和元年 7月の大雨により浸水被害を受けた筑
ちく

後
ご

川
がわ

水系金丸川・池町川や令和元年東日本台風に
より浸水被害を受けた小泉川水系小泉川など 7地域において、浸水対策重点地域緊急事業（※）に新
た着手し、早期の再度災害防止等を図ります。

（※）中小河川の氾濫により深刻な影響が生じた地域において、再度災害の防止等を図ることを目的に防災・安全交付金で
　　 集中的な対策を支援する事業

＜事業の概要＞
①　小

こいずみがわ

泉川水系小
こいずみがわ

泉川
➢全体事業費：約63億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 6年度
➢事 業 主 体：福島県、相馬市
　※福島県の記者発表資料はこちら

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41045b/
koizumigawasinsuijuuten.html

②　利
と

根
ね

川
がわ

水系豊
とよ

穂
ほ

川
がわ

➢全体事業費：約53億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 7年度
➢事 業 主 体：栃木県小山市
　※栃木県小山市の記者発表資料はこちら

https://www.city.oyama.tochigi.jp/
soshiki/43/218016.html

③　信
しなのがわ

濃川水系浅
あさ

川
かわ

・三
さん

念
ねん

沢
ざわ

➢全体事業費：約40億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 6年度
➢事 業 主 体：長野県
　※長野県の記者発表資料はこちら

https://www.pref.nagano.lg.jp/kasen/
happyou/200331press.html

④　高
たか

梁
はし

川
がわ

水系高
たか

梁
はし

川
がわ

➢全体事業費：約39億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 7年度
➢事 業 主 体：岡山県
　※岡山県の記者発表資料はこちら

https://www.pref.okayama.jp/site/
presssystem/655548.html

⑤　筑
ちく

後
ご

川
がわ

水系金
かな

丸
まる

川
がわ

・池
いけ

町
まち

川
がわ

➢全体事業費：約126億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 6年度
➢事 業 主 体：福岡県

⑥　筑
ちく

後
ご

川
がわ

水系下
しも

弓
ゆ

削
げ

川
がわ

➢全体事業費：約 7億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 5年度
➢事 業 主 体：福岡県

⑦　遠
おん

賀
が

川
がわ

水系庄
しょうしがわ

司川
➢全体事業費：約32億円
➢事 業 期 間：令和 2年度〜令和 6年度
➢事 業 主 体：福岡県
　※福岡県の記者発表資料はこちら

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/press-release/
r2sinsuijuten.html

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/41045b/koizumigawasinsuijuuten.html
https://www.city.oyama.tochigi.jp/soshiki/43/218016.html
https://www.pref.nagano.lg.jp/kasen/happyou/200331press.html
https://www.pref.okayama.jp/site/presssystem/655548.html
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/press-release/r2sinsuijuten.html
http://www.mlit.go.jp/report/press/content/001338018.pdf
http://www.mlit.go.jp/report/press/content/001338242.pdf
http://www.mlit.go.jp/report/press/content/001338241.pdf
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/kaizen_kensho/index.html
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防災課だより 人 事 異 動

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

櫻田　悦二 退職 治水課流域土地利用政策分析官

福住　秀一 退職 防災課業務継続計画評価分析官

上村亜梨沙 退職 河川計画課国際室地球温暖化分析係

貫名　功二 辞職（徳島県県土整備部長） 大臣官房付（内閣府政策統括官（原子力防災担当）付参事官（総
括担当）（併）内閣官房副長官補付（併）内閣官房原子力防災
会議事務局参事官）

飯野　光則 辞職（国立研究開発法人土木研究所技術推進本部（特命事項担
当）上席研究員）

大臣官房付（復職（（一財）国土技術研究センター河川政策グ
ループ研究主幹））

大呑　智正 辞職（佐賀県県土整備部副部長） 大臣官房付（復職（一財）先端建設技術センター研究第二部長）

宮本　健也 辞職（青森県県土整備部理事（青森県県土整備部次長事務取扱））大臣官房付（復職（（一財）リバーフロント整備センター研究
第一部長））

大沼　克弘 辞職（国立研究開発法人土木研究所水災害・リスクマネジメン
ト国際センター水災害研究グループ上席研究員）

大臣官房付（復職（国立大学法人金沢大学大学院自然科学研究
科特任准教授））

判田　乾一 辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研究所土砂管理
研究グループ上席研究員（特命事項担当））

大臣官房付（内閣府沖縄総合事務局開発建設部技術管理官（併）
内閣府沖縄総合事務局開発建設部建設行政課（併）内閣府沖縄
総合事務局北部国道事務所（併）内閣府沖縄総合事務局総務部）

越智　英人 辞職（国立研究開発法人土木研究所土砂管理研究グループ上席
研究員（特命事項担当））

大臣官房付（辞職（山梨県県土整備部砂防課長））

田中　智明 辞職（日本下水道事業団経営企画部総務企画課長代理） 総務課付（東北地方整備局河川部水政課長）

松髙　　遵 辞職（独立行政法人水資源機構） 総務課企画係長

鹿志村弥生 辞職（国立研究開発法人建築研究所総務部総務課主査） 総務課管理係

名久井孝史 辞職（福井県土木部河川課長） 河川計画課付

望月　嘉徳 辞職（静岡県） 河川環境課水防企画室課長補佐

柴田　栄作 辞職（愛知県） 河川環境課河川環境保全係長

髙橋　智彦 辞職（宮崎県商工観光労働部観光経済交流局観光推進課長） 治水課企画専門官（併）水政課

白坂　浩一 辞職（宮崎県） 治水課調査係長

坂井田　輝 辞職（独立行政法人水資源機構） 治水課事業監理室事業第一係長

岩舘　知哉 辞職（山梨県県土整備部技監（砂防課長事務取扱）） 防災課防災政策調整官

竹内　　毅 辞職（岡山県） 防災課災害査定官

森野　正之 辞職（兵庫県） 防災課改良技術係長

松村　貴義 辞職（独立行政法人水資源機構） 水資源部水資源政策課企画専門官（併）水資源部水資源計画課

野村　恒太 辞職（福井市） 水資源部水資源政策課主査（併）水資源部水資源政策課地下水
対策室

有馬慎一郎 辞職（独立行政法人水資源機構） 水資源部水資源計画課専門調査官

松本　高志 辞職（大野市） 水資源部水資源計画課水循環政策推進係長（併）水資源部水資
源計画課総合水資源管理戦略室調査係長（併）内閣官房副長官
補付（命）内閣官房水循環政策本部事務局

大橋　英明 辞職（東日本建設業保証株式会社） 下水道部下水道企画課管理企画指導室課長補佐

平野　裕之 辞職（京都府宇治市理事） 下水道部下水道企画課総務係長

山上　訓広 辞職（三浦市上下水道部下水道担当部長） 下水道部下水道企画課国際技術企画係長

今泉　誠也 辞職（株式会社三井住友銀行） 下水道部下水道企画課管理企画指導室官民連携推進係

水橋　正典 辞職（日本下水道事業団関東・北陸総合事務所プロジェクトマ
ネジメント室長）

下水道部下水道事業課長補佐（併）大臣官房社会資本整備総合
交付金等総合調整室（併）内閣府地方創生推進事務局参事官（地
域再生担当）付参事官補佐（併）復興庁総括官付（併）内閣府
沖縄振興局参事官（振興第一担当）付

栗原　崇晃 辞職（東京都） 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室課長補佐

宗　　琢万 辞職（和歌山県県土整備部河川・下水道局河川課長） 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室課長補佐

小松　孝輝 辞職（仙台市） 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室資産管理係長

〔水管理・国土保全局　人事発令〕
△令和 ２年 3月31日
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氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

末久　正樹 辞職（岡山市下水道河川局次長（兼）岡山市下水道河川局下水
道経営部長）

下水道部流域管理官付課長補佐

中田　啓介 辞職（福岡市） 下水道部流域管理官付水害対策係長

伊勢　智幸 辞職（川崎市） 下水道部流域管理官付計画係長

塚田　政行 治水課指導監督係長（再任用（任期更新）） 治水課指導監督係長（再任用）

山田　博史 防災課災害第一係長（再任用（任期更新）） 防災課災害第一係長（再任用）

三浦　民子 砂防部保全課海岸室総務係（再任用（任期更新）） 砂防部保全課海岸室総務係（再任用）

△令和 ２年 4月 1日

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

石塚　忠範 退職 砂防部保全課砂防施設評価分析官

中村　伸也 退職 大臣官房付（関東地方整備局江戸川河川事務所長）

内田　　勉 退職 大臣官房付（辞職（堺市技監））

佐々木玄真 退職 水政課河川利用企画調整官

安原　　達 内閣府政策統括官（原子力防災担当）付参事官（企画・国際
担当）（併）内閣官房副長官補付（併）内閣官房原子力防災
会議事務局参事官

大臣官房付（九州地方整備局八代河川国道事務所長）

長田　　仁 休職（（一財）ダム技術センター首席研究員） 大臣官房付（東北地方整備局河川部河川調査官）

宇根　　寛 休職（（一財）国土技術研究センター河川政策グループ研究
主幹）

大臣官房付（内閣府政策統括官（経済社会システム担当）付
参事官（社会基盤担当）付企画官）

櫻井　寿之 近畿地方整備局足羽川ダム工事事務所長 大臣官房付（復職（（一財）ダム技術センター首席研究員））

谷川　知実 経済産業省大臣官房付（併）大臣官房福島復興推進グループ
総合調整室付（併）内閣府政策統括官（防災担当）付（併）
内閣府廃炉・汚染水対策担当室企画官（併）経済産業省資源
エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課原子力発電所事
故収束対応室付（併）原子力災害対策本部廃炉・汚染水対策
チーム事務局員

大臣官房付（辞職（京都府建設交通部理事（京都府建設交通
部河川課長事務取扱）））

柴田　　亮 休職（（一財）先端建設技術センター研究第二部長） 大臣官房付（辞職（三次市副市長））

尾松　　智 休職（（公財）河川財団河川総合研究所研究第一部長） 大臣官房付（河川環境課河川保全企画室企画専門官）

吉田　邦伸 休職（（一財）リバーフロント整備センター研究第一部長） 大臣官房付（防災課災害対策室長）

秋山　一弥 休職（（一財）砂防フロンティア整備推進機構研究第一部長）大臣官房付（辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央
研究所土砂管理研究グループ上席研究員（特命事項担当）））

五十嵐祥二 休職（（一財）砂防・地すべり技術センター砂防技術研究所）大臣官房付（辞職（鹿児島県土木部参事兼砂防課長））

新屋　孝文 大臣官房付派遣（東日本旅客鉄道株式会社建設工事部次長） 近畿地方整備局足羽川ダム工事事務所長

益子　　修 中国地方整備局河川部水政課長 総務課予算第一係長

三浦ゆかり 総務課付（併）内閣府事務官（地方創生推進事務局参事官（地
域再生担当）付主査（併）内閣府本府地方創生推進室主査）

総務課監査係

中島　晃治 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（普及啓発・連携担
当）付企業等事業継続担当主査

総務課付（総務課予算第一係（次席））

川畑　里美 住宅局総務課国際室国際戦略係長（併）住宅局市街地建築課 総務課総務係（次席）

中静　友則 大臣官房広報課企画専門官 水政課長補佐

宮本　圭輔 東北地方整備局河川部水政課長 水政課総務係長

多田　直人 四国地方整備局高知河川国道事務所長 河川計画課付

影山　希世 環境省大臣官房環境影響評価課環境影響審査室審査官 河川計画課付（復帰（育児休業））

工藤　拓也 北海道開発局帯広開発建設部治水課長 河川計画課付

清水　昌之 内閣官房副長官補（事態対処・危機管理担当）付初動企画班
参事官補佐

河川計画課付（関東地方整備局京浜河川事務所工務課長）

奥野　真章 河川計画課付派遣（綜合警備保障株式会社本社担当次長） 河川計画課企画専門官

【転出】
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池田　博明 北陸地方整備局阿賀野川河川事務所長 河川計画課長補佐

奥中　智行 大臣官房技術調査課企画専門官 河川計画課河川計画調整室課長補佐

天井　洋平 関東地方整備局荒川上流河川事務所調査課長（併）関東地方
整備局荒川上流河川事務所荒川緊急治水対策推進室

河川計画課国際室地球温暖化分析係長

湯浅　　亮 国土技術政策総合研究所企画部国際研究推進室研究官（併）
国土技術政策総合研究所企画部企画課

河川計画課河川計画調整室河川計画係長（併）社会資本整備
総合交付金等総合調整室

柳沢佳奈子 関東地方整備局荒川上流河川事務所調査課調査係長（併）関
東地方整備局荒川上流河川事務所荒川緊急治水対策推進室

河川計画課国際室国際調査係主任（併）砂防部保全課海岸室

柳澤　隼也 関東地方整備局高崎河川国道事務所工務第一課河川工務係長 河川計画課河川計画調整室計画調整係

今井　里彩 大臣官房総務課国会第一係 河川計画課経済係

桝井　正将 北海道開発局建設部河川計画課河川計画管理官 河川環境課企画専門官

石川　武彦 関東地方整備局久慈川緊急治水対策河川事務所長 河川環境課水防企画室課長補佐（併）河川計画課

山本　卓男 四国地方整備局那賀川河川事務所長 河川環境課流水管理室課長補佐

相澤　竜哉 気象庁 河川環境課水防企画室課長補佐

中沢　理恵 四国地方整備局河川部水政課長 河川環境課総務係長

鬼頭　岳彦 関東地方整備局荒川上流河川事務所河川環境課長 河川環境課河川保全企画室保全技術係長

五十嵐広樹 北海道開発局事業振興部都市住宅課建築安全専門官 河川環境課河川保全企画室調整係長

吉村　謙一 中部地方整備局木曽川下流河川事務所工務課長 河川環境課河川環境教育係長

長坂　　健 近畿地方整備局木津川上流河川事務所調査課長 河川環境課河川保全企画室戦略的維持管理係長

竹下　智規 北海道開発局小樽開発建設部防災対策官付防災対策専門官 河川環境課水防企画室水防企画係長（併）防災課

櫻庭　聡隆 大臣官房人事課主査（併）大臣官房秘書室副大臣秘書第一係
長

河川環境課水防企画室水防係長（併）防災課

西村　雄喬 北陸地方整備局信濃川河川事務所調査課長 河川環境課水防企画室避難確保支援係長（併）治水課

井上　剛介 中国地方整備局岡山河川事務所調査設計課長 河川環境課河川利用推進係長（併）河川計画課

井上　久光 関東地方整備局渡良瀬川河川事務所調査課計画係長 河川環境課流水管理室ダム管理係主任

西田　一樹 東北地方整備局岩手河川国道事務所工務第一課工務第二係長 河川環境課流水管理室流水企画係

亀園　　隆 九州地方整備局佐賀河川事務所長 治水課長補佐（併）内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）
付

武藤　健治 関東地方整備局荒川調節池工事事務所長 治水課長補佐

青木　　研 四国地方整備局河川部水災害予報センター長 治水課事業監理室課長補佐

宮﨑　達也 関東地方整備局荒川下流河川事務所調査課長 治水課ダム再生技術係長

杉井　　力 北海道開発局釧路開発建設部総務課上席総務専門官 治水課法規第二係長

佐藤　広樹 北海道開発局開発監理部広報室開発事務専門官 治水課予算第二係長

中平　将史 大臣官房人事課主査 治水課経理係長

本山　健士 四国地方整備局山鳥坂ダム工事事務所調査設計課長 治水課大規模構造物技術係長

西前駿太郎 北海道局参事官付主査（併）大臣官房技術調査課 治水課企画調整係長

久保田一樹 土地・建設産業局不動産業課不動産業指導室賃貸管理業係長 治水課事業監理室管理係長

秋田　桜彩 国土技術政策総合研究所河川研究部水循環研究室研究官 治水課流域減災推進室流域水害対策係長

永野　貴也 九州地方整備局筑後川河川事務所工務第一課工務第三係長
（併）九州北部豪雨災害対策推進室

治水課河川技術係主任

入江　恭史 近畿地方整備局淀川河川事務所調査課調査係長 治水課大規模構造物技術係

大森　未音 北海道開発局札幌開発建設部札幌河川事務所計画課専門官 北海道開発局建設部河川管理課開発専門職（併）水管理・国
土保全局治水課＜部外併任＞

河上　孝太 北陸地方整備局千曲川河川事務所調査課計画係長 北陸地方整備局河川部河川計画課（併）水管理・国土保全局
治水課＜部外併任＞

加藤　　孝 東北地方整備局最上川ダム統合管理事務所長 防災課災害査定官
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中田　悌二 北海道開発局建設部河川工事課河川技術対策官（併）水管理・
国土保全局防災課緊急災害対策派遣官

防災課災害査定官

服部　洋佑 九州地方整備局八代河川国道事務所長 防災課災害対策室課長補佐

松本　幸一 四国地方整備局徳島河川国道事務所工務第一課長 防災課災害対策室災害対策係長

尾関　敏久 北海道開発局旭川開発建設部治水課流域計画官（併）北海道
開発局旭川開発建設部旭川河川事務所計画課

防災課地震計画係長（併）治水課

木村　潤爾 東北地方整備局福島河川国道事務所工務第一課長 防災課災害対策室防災企画係長

井田　　聡 北陸地方整備局黒部河川事務所土砂管理課長 防災課災害対策室調査計画係長

澤江　　淳 内閣府沖縄総合事務局開発建設部建設行政課長補佐 防災課総務係長

高田　寛久 北陸地方整備局防災室管理係長 防災課災害対策室管理係長

米森　一貴 近畿地方整備局淀川河川事務所調査課長 防災課災害対策室地震防災係長

林　　典宏 国土技術政策総合研究所河川研究部水害研究室研究官 防災課災害復旧企画調整係長

福井　洋司 九州地方整備局筑後川河川事務所開発調査課開発調査係長 防災課災害対策室地震防災係主任

稲葉　啓志 国土地理院総務部会計課 国土地理院総務部人事課（併）水管理・国土保全局防災課災
害統計係＜部外併任＞

福住　秀一 国土政策局総務課主査 再任用

白波瀬卓哉 近畿地方整備局大和川河川事務所長 水資源部水資源政策課長補佐（併）河川計画課河川情報企画
室

藤井　沙織 中部地方整備局木曽川下流河川事務所管理課長 復帰（育児休業）

和田　紘希 環境省環境再生・資源循環局特定廃棄物対策担当参事官室参
事官補佐

下水道部下水道企画課付（中国地方整備局河川部河川計画課
長）

川島　弘靖 環境省水・大気環境局水環境課長補佐 下水道部下水道企画課付（国土技術政策総合研究所下水道研
究部下水道研究室主任研究官）

島峯　克弥 都市局都市計画課企画専門官 下水道部下水道企画課企画専門官

吉田　敏章 中部地方整備局浜松河川国道事務所長 下水道部下水道企画課企画専門官

佐藤　祐介 関東地方整備局利根川下流河川事務所経理課経理係長 下水道部下水道企画課指導係長

大黒　翔太 復興庁統括官付参事官付主査 下水道部下水道企画課管理企画指導室管理係長

山田　雅樹 東北地方整備局仙台河川国道事務所工務第一課工事係長 下水道部下水道企画課（併）治水課

宮内　善男 関東地方整備局総務部予算調整官 下水道部下水道事業課長補佐

本島　慎也 都市局市街地整備課市街地防災整備係長 下水道部下水道事業課計画調整係長（併）大臣官房社会資本
整備総合交付金等総合調整室

吉原　佑貴 大臣官房会計課付（併）内閣府事務官（地方創生推進事務局
参事官（総括担当）付主査（会計担当）（併）地方創生推進
事務局参事官（産業遺産担当）付主査（併）内閣事務官（内
閣官房副長官補付）（命）内閣官房産業遺産の世界遺産登録
推進室員

下水道部下水道事業課予算係長

白木宏二朗 農林水産省林野庁森林整備部治山課 砂防部砂防計画課付（辞職（熊本県土木部河川港湾局砂防課））

瀧口　茂隆 国土技術政策総合研究所土砂災害研究部土砂災害研究室主任
研究官（併）砂防部砂防計画課

砂防部砂防計画課企画専門官

丹羽　俊一 中部地方整備局越美山系砂防事務所長 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室課長補佐

鈴木　啓介 北陸地方整備局湯沢砂防事務所長 砂防部砂防計画課長補佐

田中　理恵 関東地方整備局日光砂防事務所調査課長 砂防部砂防計画課土砂災害警戒避難対策係長

長﨑　雅也 国土技術政策総合研究所企画部企画課調整係長（併）国土技
術政策総合研究所企画部企画課企画係長（併）国土技術政策
総合研究所企画部サイバーセキュリティ対策・情報利活用推
進官付

砂防部砂防計画課砂防管理室調整係長

高原　晃宙 四国地方整備局四国山地砂防事務所調査課長 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室地震対策係長

影山　大輔 外務省国際協力局開発協力総括課事業管理室主査（併）外務
省国際協力局開発協力総括課

砂防部砂防計画課企画係長

岩男　忠明 九州地方整備局大隅河川国道事務所長 砂防部保全課企画専門官
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石川　一栄 北陸地方整備局飯豊山系砂防事務所長 砂防部保全課長補佐

倉本　洋平 北海道開発局札幌開発建設部河川計画課流域計画官（併）北
海道開発局札幌開発建設部江別河川事務所計画課

砂防部保全課流木対策係長

長尾　壮治 近畿地方整備局福井河川国道事務所建設専門官（併）近畿地
方整備局六甲砂防事務所

砂防部保全課土砂災害対策室大規模土砂災害対策係長

森本　勇太 北陸地方整備局松本砂防事務所調査課長 砂防部保全課砂防事業調整係長

菊池　秀之 中部地方整備局新丸山ダム工事事務所長 砂防部保全課海岸室課長補佐

須藤　誠元 東北地方整備局仙台河川国道事務所調査第一課長 砂防部保全課海岸室侵食対策係長

藤原　圭吾 中国地方整備局出雲河川事務所調査設計課調査設計係長 砂防部保全課海岸室浸食対策係

【転入】
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田中　秀基 砂防部保全課砂防施設評価分析官 近畿地方整備局六甲砂防事務所長

田中　克直 防災課災害対策室長 経済産業省大臣官房付（併）大臣官房福島復興推進グループ
総合調整室付（併）内閣府政策統括官（防災担当）付（併）
内閣府廃炉・汚染水対策担当室企画官（併）経済産業省資源
エネルギー庁電力・ガス事業部原子力政策課原子力発電所事
故収束対応室付（併）原子力災害対策本部廃炉・汚染水対策
チーム事務局員

朝田　　将 大臣官房付 関東地方整備局八ッ場ダム工事事務所長

元永　　秀 大臣官房付 辞職（独立行政法人水資源機構筑後川局長）

湯原　麻子 大臣官房付 辞職（福井県土木部河川課長）

綱川　浩章 大臣官房付 大臣官房付（復職（（一財）砂防フロンティア整備推進機構
研究第一部長））

浅沼　勇気 総務課企画係長 辞職（独立行政法人水資源機構）

鈴木　朝子 総務課管理係 大臣官房総務課国会第一係

上田隆一朗 水政課水利調整室課長補佐 辞職（国立研究開発法人土木研究所総務部総務課長）

米山　雄太 水政課調整係長（併）下水道部下水道企画課 辞職（日本下水道事業団）

清田　雄大 水政課水利調整室水利指導監督係長 内閣府政策統括官（防災担当）付参事官（事業推進担当）付
激甚災害指定担当主査

小野寺　聖 水政課法規第一係 新規採用

柿沼　智光 水政課審査係 新規採用

土師　友香 水政課企画係 新規採用

菊森　佳幹 河川計画課企画専門官 辞職（国立研究開発法人土木研究所水災害・リスクマネジメ
ント国際センター水災害研究グループ主任研究員）

寺尾　直樹 河川計画課河川計画調整室課長補佐 近畿地方整備局企画部企画課長（併）内閣府地方創生推進事
務局

松山　芳士 河川計画課河川情報企画室課長補佐 四国地方整備局河川部河川計画課長補佐

濱田　悠貴 河川計画課国際室地球温暖化分析係長 国土技術政策総合研究所河川研究部河川研究室研究官

沼田　麻未 河川計画課河川計画調整室計画調整係 関東地方整備局河川部河川計画課

西野　正高 河川計画課国際室国際調査係（併）砂防部保全課海岸室 関東地方整備局河川部河川計画課

岩崎　　薫 河川計画課経済係 新規採用

久保　宜之 河川環境課河川保全企画室企画専門官 四国地方整備局高知河川国道事務所長

檜森　裕司 河川環境課水防企画室課長補佐（併）河川計画課 関東地方整備局荒川下流河川事務所副所長

熊木　雄一 河川環境課長補佐 関東地方整備局建政部都市整備課長

小平　剛弘 河川環境課流水管理室課長補佐 関東地方整備局河川部河川計画課建設専門官

西川　雅規 河川環境課水防企画室課長補佐 辞職（東日本旅客鉄道株式会社東北工事事務所開発調整室副
課長（建設工事部主席））
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三村　恭則 河川環境課水防企画室課長補佐 気象庁予報部予報官

坪野　恭久 河川環境課河川保全企画室保全技術係長 関東地方整備局河川部河川計画課流域治水係長

横山　貴宏 河川環境課水防企画室水防計画係長 北陸地方整備局河川部河川計画課河川環境係長

天羽　　淳 河川環境課河川環境保全係長 北海道開発局建設部河川計画課千歳川流域治水対策推進室調
査係長

平田　元気 河川環境課河川保全企画室戦略的維持管理係長 近畿地方整備局河川部河川計画課計画第二係長

道原　直斗 河川環境課水防企画室水防係長（併）防災課 総務課付（併）内閣府事務官（地方創生推進事務局参事官（地
域再生担当）付主査）（併）内閣府本府地方創生推進室主査

石田　卓也 河川環境課河川利用推進係長（併）河川計画課 辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研究所水工研
究グループ研究員（水理））

大利　泰文 河川環境課河川保全企画室河川管理高度化係長 都市局市街地整備課区画整理係長

太田　克久 河川環境課水防企画室水防企画係長 辞職（愛知県建設局河川課主査）

上林　　祐 河川環境課流水管理室ダム管理係 関東地方整備局企画部企画課

菊地　健太 河川環境課流水管理室流水企画係 東北地方整備局河川部河川工事課

三宅　　洋 治水課企画専門官 北海道開発局建設部河川計画課河川調整推進官

小林　賢也 治水課企画専門官（併）内閣府沖縄振興局参事官（振興第一
担当）付

大臣官房技術調査課長補佐

米田　翔一 治水課企画専門官（併）水政課 道路局企画課道路経済調査室企画専門官

山本　浄二 治水課流域減災推進室課長補佐 近畿地方整備局福井河川国道事務所副所長

清水　敦司 治水課長補佐 四国地方整備局那賀川河川事務所副所長

加納　啓司 治水課長補佐 中部地方整備局沼津河川国道事務所副所長

三浦　高史 治水課事業監理室課長補佐 東北地方整備局河川部河川工事課長補佐（併）東北地方整備
局河川部河川計画課

藤坂　昌史 治水課ダム再生技術係長 四国地方整備局河川部河川計画課計画第一係長

横島　幸弘 治水課法規第二係長 中国地方整備局建政部計画・建設産業課調査指導係長

大井　秀俊 治水課補償係長 関東地方整備局関東道路メンテナンスセンター総務課経理係
長

津谷　知明 治水課事業監理室管理係長 国土地理院近畿地方測量部管理課総務係長

高木　拓真 治水課企画調整係長 北海道局参事官付主査（併）大臣官房技術調査課

諸橋　拓実 治水課大規模構造物技術係長 大臣官房技術調査課技術分析係長

小林　彩佳 治水課流域減災推進室流域水害対策係長 総合政策局海外プロジェクト推進課プロジェクト推進第二係
長（併）国際統括室

久保野　敦 治水課調査係長 辞職（宮崎県県土整備部技術企画課（技術評価担当））

溝渕　貴也 治水課予算第二係長 辞職（独立行政法人水資源機構総務人事本部人事課）

山本　晃世 治水課事業監理室事業第一係長 辞職（独立行政法人水資源機構沼田総合管理所管理課）

峰松　知裕 治水課河川技術係 九州地方整備局河川部河川管理課

三宅　　純 治水課大規模構造物技術係 近畿地方整備局河川部河川管理課

菅原　庸平 北海道開発局建設部河川計画課（併）水管理・国土保全局治
水課＜部外併任＞

北海道開発局建設部河川管理課

間島　　航 北陸地方整備局河川部河川計画課（併）水管理・国土保全局
治水課＜部外併任＞

北陸地方整備局河川部河川計画課

押手　　潤 国土地理院総務部人事課（併）水管理・国土保全局防災課予
算係＜部外併任＞

国土地理院関東地方測量部管理課

村田　啓之 防災課防災政策調整官 中部地方整備局木曽川下流河川事務所長

角田　　隆 防災課災害査定官 辞職（群馬県県土整備部契約検査課補佐（総括））

古溝　幸永 防災課災害査定官 北海道開発局室蘭開発建設部治水課長補佐

森田　耕司 防災課災害対策室企画専門官 辞職（富山県土木部砂防課長）

林　　将宏 防災課長補佐 道路局環境安全・防災課長補佐
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森　　文昭 防災課地震計画係長（併）治水課 北海道開発局旭川開発建設部治水課治水専門官

菅間　栄治 防災課審査係長 東北地方整備局河川部河川計画課調査第一係長

河邊　　宏 防災課災害対策室災害対策係長 中部地方整備局河川部河川計画課計画第一係長

山本　英利 防災課災害対策室防災企画係長 中国地方整備局企画部企画課企画第一係長

五十嵐義敏 防災課災害対策室調査計画係長 関東地方整備局河川部河川計画課計画第二係長

嶋田　剛士 防災課災害対策室地震防災係長 大臣官房技術調査課建設システム管理企画室建設システム係
長

武川　晋也 防災課災害復旧企画調整係長 国土技術政策総合研究所河川研究部大規模河川構造物研究室
研究官

小川　真一 防災課改良技術係長 辞職（独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部宅地業
務部業務管理課主査）

福永　健志 防災課災害対策室地震防災係 九州地方整備局河川部河川計画課

宮本　隆也 防災課災害統計係 新規採用

櫻田　悦二 防災課予算係長 再任用

宮本　和樹 水資源部水資源政策課企画専門官（併）水資源部水資源計画
課

辞職（独立行政法人水資源機構阿木川ダム管理所長代理）

中元　道男 水資源部水資源政策課長補佐（併）河川計画課河川情報企画
室

九州地方整備局熊本河川国道事務所副所長

近藤　正人 水資源部水資源政策課専門調査官 国土交通大学校主任教官

鳥飼　純也 水資源部水資源政策課主査 総合政策局総務課調整係長

森口　裕輔 水資源部水資源政策課主査（併）水資源部水資源政策課地下
水対策室

辞職（福井市建設部道路課）

鈴木　　敦 水資源部水資源計画課総合水資源管理戦略室専門調査官 辞職（独立行政法人水資源機構川上ダム建設所調査設計課長）

上村　　卓 水資源部水資源計画課水循環政策推進係長（併）水資源部水
資源計画課総合水資源管理戦略室調査係長（併）内閣官房副
長官補付（命）内閣官房水循環政策本部事務局

辞職（熊本市財政局税務部納税課特別滞納対策室主任）

保木　正継 下水道部下水道企画課付 辞職（独立行政法人都市再生機構都市再生部都市施設整備室
調整課主幹）

樋口　　学 下水道部下水道企画課企画専門官 都市局市街地整備課長補佐

斎野　秀幸 下水道部下水道企画課企画専門官 辞職（岡山市下水道河川局長）

橋本　　翼 下水道部下水道企画課下水道国際推進官（併）下水道部下水
道企画課下水道国際・技術室

環境省水・大気環境局水環境課長補佐

赤道　麻由 下水道部下水道企画課下水道国際・技術室課長補佐（併）下
水道部流域管理官付

土地・建設産業局建設市場整備課専門工事業・建設関連業振
興室建設振興係長

牧野　美和 下水道部下水道企画課総務係長 都市局市街地整備課総務係長

宮﨑　章生 下水道部下水道企画課管理企画指導室管理係長 国土政策局総務課主査

髙橋　秀孝 下水道部下水道企画課指導係長 関東地方整備局京浜河川事務所調査課事業調整係長

杉山　貴昭 下水道部下水道企画課管理企画指導室官民連携推進係長 辞職（浜松市上下水道部上下水道総務課主任）

大森　　匠 下水道部下水道企画課下水道国際・技術室国際技術企画係長 近畿地方整備局淀川河川事務所調査課（併）近畿地方整備局
淀川河川事務所工務第一課（併）近畿地方整備局淀川河川事
務所桂川出張所

松浦　洋人 下水道部下水道企画課（併）治水課 東北地方整備局河川部河川計画課

遠山　純司 下水道部下水道事業課長補佐 国土政策局離島振興課長補佐

大角　一浩 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室課長補佐 北陸地方整備局金沢河川国道事務所副所長

末益　大嗣 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室課長補佐 環境省環境再生・資源循環局特定廃棄物対策担当参事官室参
事官補佐

柴田　達矢 下水道部下水道事業課事業係長 総合政策局社会資本整備政策課官民連携事業係長（併）総合
政策局政策課

大山　祐輝 下水道部下水道事業課事業マネジメント推進室資産管理係長 辞職（上尾市上下水道部下水道施設課主任）
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山下　　航 下水道部下水道事業課予算係長 大臣官房会計課総務係

松澤　秀典 下水道部流域管理官付課長補佐 辞職（東京都下水道局南部下水道事務所建設課統括課長代理）

奥村　誓悟 下水道部流域管理官付計画係長 辞職（川崎市上下水道局下水道部下水道計画課担当係長）

森川　真伍 下水道部流域管理官付水害対策係長 辞職（福岡市道路下水道局西部下水道課）

佐々木美紀 砂防部砂防計画課付 辞職（下関市都市整備部長）

大山　　誠 砂防部砂防計画課企画専門官 外務省国際協力局国別開発協力第三課長補佐

津島　存佐 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐 辞職（日本下水道事業団経営企画部企画・コンプライアンス
課長代理）

山路　広明 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室課長補佐 北陸地方整備局松本砂防事務所副所長

林　真一郎 砂防部砂防計画課長補佐 辞職（国立研究開発法人土木研究所つくば中央研究所土砂管
理研究グループ主任研究員（火山・土石流））

根岸秀一郎 砂防部砂防計画課土砂災害警戒避難対策係長 関東地方整備局河川部河川計画課土砂災害警戒避難対策係長

野口　一真 砂防部砂防計画課砂防管理室調整係長 国土技術政策総合研究所総務部人事厚生課調査管理係長

小杉　　恵 砂防部砂防計画課企画係長 農林水産省林野庁森林整備部治山課施設実行班地すべり係長

片山　一茂 砂防部砂防計画課土砂災害減災対策係長 辞職（滋賀県土木交通部砂防課）

磯部　温子 砂防部砂防計画課予算係長 道路局道路交通管理課高速道路交通システム推進室企画調整
係

赤坂　政幸 砂防部砂防計画課 四国地方整備局河川部河川計画課

持田　　周 砂防部砂防計画課予算係 新規採用

鬼頭　　舞 中部地方整備局河川部河川計画課（併）水管理・国土保全局
砂防部砂防計画課＜部外併任＞

中部地方整備局河川部河川計画課

吉田　桂治 砂防部保全課土砂・洪水氾濫対策官 辞職（いなべ市副市長）

大塚　尚志 砂防部保全課長補佐 中国地方整備局広島西部山系砂防事務所副所長（併）中国地
方整備局広島西部山系砂防事務所広島豪雨土砂災害対策推進
室

丸山　和訓 砂防部保全課流木対策係長 北海道開発局留萌開発建設部治水課治水専門官

松尾　嘉和 砂防部保全課総合土砂管理係長 近畿地方整備局河川部河川計画課総合土砂災害対策係長（併）
近畿地方整備局大規模土砂災害対策技術センター（併）近畿
地方整備局河川部地域河川課

山田　　晃 砂防部保全課土砂・洪水氾濫対策係長 辞職（長野県松本建設事務所計画調査課主査）

杉浦　　毅 砂防部保全課海岸室課長補佐 辞職（大阪府政策企画部企画室計画課計画グループ課長補佐）

日野口　厳 砂防部保全課海岸室侵食対策係長 東北地方整備局河川部河川管理課ダム管理係長

尾﨑　光政 砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係長 国土政策局総合計画課国土計画推進係長（併）政策統括官付

寺井　一弘 砂防部保全課海岸室浸食対策係 中国地方整備局河川部河川計画課（併）中国地方整備局河川
部河川工事課（併）中国地方整備局河川部地域河川課

氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

阿部　千雅 下水道部下水道企画課下水道国際・技術室長 下水道部下水道企画課下水道国際・技術調整官

佐野　俊光 河川計画課長補佐 総務課長補佐

濱田　　晋 総務課専門調査官 総務課総務係長

清水　佑有 河川環境課総務係長 総務課人事係長

德盛　康平 総務課総務係（次席） 総務課予算第二係（次席）

木村　圭汰 総務課予算第二係（次席） 総務課予算第一係（３席）

秋村　夏帆 総務課監査係 総務課人事係

羽生田守佑 河川環境課総務係 総務課予算第二係（３席）

西村　浩一 水政課企画専門官 水政課水利調整室課長補佐

本間　優子 水政課長補佐（併）総務課 水政課長補佐（併）総務課（併）水資源部水資源政策課（併）
内閣官房副長官補付（命）内閣官房水循環政策本部事務局員
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氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

小池　　聡 総務課人事係長 水政課水利調整室審査係長

小泉　友和 水資源部水資源政策課総務係長（併）内閣官房副長官補付（命）
水循環政策本部事務局員

水政課水利調整室水利指導監督係長

山田狩賢宜 水政課法規第二係長 水政課法規第一係

五木田莉歩 総務課予算第二係（３席） 水政課企画係

菊地　信夫 河川環境課企画専門官 河川計画課長補佐

倉田　泰平 総務課予算第一係（次席） 河川計画課総務係

佐藤　　彰 河川計画課総務係 河川計画課計画企画係

戸田　　隆 水政課河川利用企画調整官 河川環境課企画専門官

坂本　成雄 治水課流域土地利用政策分析官 河川環境課水防調整官（併）防災課

齋藤　正徳 河川計画課長補佐 河川環境課水防企画室課長補佐（併）防災課

富沢　元雄 河川環境課水防企画室専門調査官（併）砂防部保全課海岸室 河川環境課水防企画室専門調査官

堀江　隆生 河川環境課河川環境教育係長 河川環境課水防企画室水防計画係長

山川　貴大 河川計画課河川計画調整室河川計画係長（併）社会資本整備
総合交付金等総合調整室

河川環境課企画係長（併）河川計画課

奥山聡俊志 河川環境課企画係長 河川環境課河川保全企画室河川管理高度化係長

峯田　純平 防災課災害対策室管理係 河川環境課法規係

根本　　深 大臣官房付 治水課企画専門官

小林　信幸 防災課業務継続計画評価分析官 治水課長補佐

成吉　　弘 水資源部水資源政策課長補佐（併）内閣官房副長官補付（命）
内閣官房水循環政策本部事務局員

治水課長補佐

石田　和也 治水課長補佐 治水課流域減災推進室課長補佐

花篭　利行 防災課災害査定官 治水課長補佐

大吉　雄人 河川環境課水防企画室企画専門官（併）防災課 治水課長補佐

宮地　正吉 水資源部水資源計画課長補佐 治水課専門調査官

能登谷哉生 河川環境課河川保全企画室調整係長 治水課補償係長

檀浦　智正 砂防部砂防計画課総務係長 治水課法規第一係長

村上　雄太 防災課総務係長 治水課予算第一係長

加賀屋由紀 河川計画課総務係主任 治水課総務係主任

平野　　舞 総務課人事係 治水課経理係

中田　健介 総務課予算第一係（３席） 治水課予算第二係

天野　　聡 河川計画課付 防災課長補佐

土門　弘和 砂防部砂防計画課地震・火山砂防室地震対策係長 防災課審査係長

井上　育之 治水課予算第一係長 防災課予算係長

松崎　香織 水政課企画調整係長（併）治水課 防災課災害監査係長

前原　将摩 防災課法規係 防災課災害対策室管理係

三浦　　翔 砂防部保全課総務係 防災課予算係

阿部　洋一 治水課長補佐 水資源部水資源政策課専門調査官

村上　友一 総務課予算第一係長 水資源部水資源政策課総務係長（併）内閣官房副長官補付（命）
水循環政策本部事務局員

唐澤　徹也 治水課経理係長 水資源部水資源政策課主査

西川真紀子 砂防部保全課長補佐 水資源部水資源計画課長補佐

久岡　夏樹 下水道部下水道事業課長補佐（併）大臣官房社会資本整備総
合交付金等総合調整室（併）内閣府地方創生推進事務局参事
官（地域再生担当）付参事官補佐（併）復興庁総括官付（併）
内閣府沖縄振興局参事官（振興第一担当）付

下水道部下水道企画課下水道国際推進官
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氏　　名 新　　　所　　　属 備　　　　　　　考

村岡　正季 下水道部下水道企画課長補佐（併）下水道部下水道企画課下
水道国際・技術室

下水道部下水道企画課長補佐

中西　啓輔 下水道部下水道企画課下水道国際・技術室国際展開推進係長 下水道部下水道企画課国際展開推進係長

溝上　洋介 下水道部下水道企画課下水道国際・技術室環境技術係長 下水道部下水道企画課環境技術係長

河野　秀斗 下水道部下水道企画課法規係長 下水道部下水道企画課法規係

岡内　啓悟 環境省環境再生・資源循環局総務課主査（併）下水道部下水
道企画課資源利用係長（併）下水道部下水道企画課下水道国
際・技術室＜部外併任＞

環境省環境再生・資源循環局総務課主査（併）下水道部下水
道企画課資源利用係長＜部外併任＞

黒木　雄介 下水道部下水道事業課計画調整係長（併）大臣官房社会資本
整備総合交付金等総合調整室

下水道部下水道事業課事業係長

上島　哲雄 治水課長補佐 砂防部砂防計画課砂防管理室課長補佐

會津　　悟 水政課総務係長 砂防部砂防計画課総務係長

和田　進吾 防災課災害対策室管理係長 砂防部砂防計画課予算係長

赤澤　史顕 砂防部保全課砂防事業調整係長 砂防部砂防計画課深層崩壊対策係長

辺見　孝行 治水課予算第二係 砂防部砂防計画課予算係

関澤　信弘 河川環境課水防調整官（併）防災課 砂防部保全課長補佐

松本　洋和 砂防部砂防計画課土砂・洪水氾濫計画係長 砂防部保全課総合土砂管理係長

西牧　和宏 治水課経理係 砂防部保全課総務係

板橋　千恵 治水課法規第一係長 砂防部保全課海岸室経理係長

田中　優太 河川環境課水防企画室避難確保支援係長（併）治水課 砂防部保全課海岸室津波・高潮対策係長
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平成31年（令和元年）　発生主要異常気象別被害報告 令和 ２年 3月 2日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2回（15日、月末）国土交通省HPで公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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令和 ２年　発生主要異常気象別被害報告 令和 ２年 3月 2日現在（単位：千円）
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